表紙、執筆者紹介、奥付、裏表紙 by unknown
表紙、執筆者紹介、奥付、裏表紙
雑誌名 關西大學法學論集
巻 68
号 3
発行年 2018-09-14
URL http://hdl.handle.net/10112/16335
SEPTEMBER ⚒⚐⚑⚘
VOLUME LXVIII NUMBER 3
Articles
Enhancing the protection of environment
in relation to armed conﬂict :
Reﬂection on the ILC’s recent workNamhee KWON ( 1 )
Marco Polo Bridge Incident and Escalation
of the Sino-Japanese War (2)
—Background to the Full-scale WarChunmei ZUO ( 33 )
La théorie du régime parlementaire
de René Capitant (3)Aiko HYODA ( 82 )
Notes
Present Situation and Some Issues of Trial
by Lay Judges Takeshi TSUNODA (124)
G. W. Leibniz et le Code chinoisHaruhito SADATE ( 1 )
Case Note
Case Comment on Supreme Court Decision
about Companies Act on Feb. 21st, 2017. Hiroaki HARA (156)
Translation
Michael Pawlik, Das Unrecht des Bürgers (21)
Mitsuru IIJIMA
Hirokazu KAWAGUCHI
Sudo HYUN
(169)
関
西
大
学
法
学
論
集
第
六
十
八
巻
第
三
号
平
成
三
十
年
九
月
関
西
大
学
法
学
会
ISSN 0437-648X
第６８巻 第３号
平 成 ３０ 年 ９ 月
論 説
国際法委員会作業「武力紛争に関連する環境の保護」
原則草案に関する一考察権 南 希 ( 1 )
盧溝橋事件と日中戦争の拡大 (⚒・完)左 春 梅 ( 33 )
――全面戦争に至った背景――
ルネ・カピタンの議院内閣制論 (⚓・完)兵 田 愛 子 ( 82 )
研究ノート
裁判員裁判の現状の一端と問題点角 田 猛 之 (124)
届かなかった清律佐 立 治 人 ( 1 )
――ライプニッツと中国法――
判 例 研 究
非公開会社である取締役会設置会社において、
代表取締役を株主総会においても選ぶことが
できる旨の定款の定めが有効とされた例原 弘 明 (156)
翻 訳
ミヒャエル・パヴリック
『市民の不法』(21)
飯 島 暢
川 口 浩 一
玄 守 道
(169)
執 筆 者 紹 介
権 南 希 関 西 大 学 准 教 授
左 春 梅 関 西 大 学 大 学 院 生
兵 田 愛 子 関 西 大 学 大 学 院 生
角 田 猛 之 関 西 大 学 教 授
佐 立 治 人 関 西 大 学 教 授
原 弘 明 関 西 大 学 准 教 授
飯 島 暢 関 西 大 学 教 授
川 口 浩 一 明 治 大 学 教 授
玄 守 道 龍 谷 大 学 教 授
関西大学法学会役員（五十音順)
会 長
小 泉 良 幸
評議員
浅 野 宜 之
荒 木 修
粟 辻 悠
飯 島 暢
五 十 嵐 元 道(会計)
池 田 慎 太 郎
石 橋 章 市 朗
市 原 靖 久
伊 藤 吉 洋
今 西 康 人
上 田 真 二(会計)
浦 東 久 男
占 部 洋 之
大 住 洋
大津留智恵子
大 仲 土 和
大 沼 邦 博(庶務)
岡 本 哲 和
尾 島 史 賢(会計)
梶 原 晶
春 日 偉 知 郎(庶務)
柄 谷 利 恵 子(庶務)
川 口 美 貴
河 村 厚
木 下 智 史
木 原 淳
金 玲(会計)
権 南 希
葛 原 力 三(監査・編集)
久 保 宏 之
栗 田 隆
小 泉 良 幸
後 藤 元 伸
小 西 秀 樹(編集)
近 藤 剛 史
今 野 正 規
坂 本 治 也
笹 本 幸 祐
佐 立 治 人(編集)
佐 藤 や よ ひ
佐 伯 和 也(編集)
下 村 正 明(庶務)
白 須 真 理 子(会計)
髙 作 正 博
滝 川 敏 明
多 治 川 卓 郎
辰 巳 直 彦
田 中 謙(会計)
津 田 由 美 子
角 田 猛 之
寺 川 永(編集)
寺 島 俊 穂
中 島 洋 樹(会計)
永 田 憲 史
中 野 徹 也
中 村 哲
西 平 等
西 澤 希 久 男
西 村 枝 美
原 弘 明
馬 場 圭 太
羽 原 敬 二
早 川 徹
廣 川 嘉 裕
福 島 豪
藤 原 稔 弘
松 尾 知 子
松 代 剛 枝
水 野 𠮷𠮷 章
村 上 幸 隆
村 田 大 樹
村 田 尚 紀
元 氏 成 保
森 宏 司
森 岡 安 廣(庶務)
森 田 崇 雄
森 本 哲 郎(編集)
安 武 真 隆
大 和 正 史(会計)
山 名 京 子
山 名 美 加
山 中 友 理
山 本 慶 介
由 喜 門 眞 治
横 田 直 和(編集)
吉 田 栄 司(庶務)
吉 田 直 弘
𠮷𠮷 田 徳 夫
若 月 剛 史(庶務)
若 松 陽 子
前 号 目 次 (第68巻第⚒号)
論 説
手続開始後における破産債権の変動を
どのように処理すべきか (⚑)栗 田 隆
――破産者の共同義務者の弁済による破産債権の権利変動を中心にして――
パラオ共和国の刑事制裁永 田 憲 史
ルネ・カピタンの議院内閣制論 (⚒)兵 田 愛 子
朱子の死刑論佐 立 治 人
――犯罪被害者の立場から――
翻 訳
チャンズー・ソン
｢韓国の経済発展におけるナショナリズムの利用
――東アジアの発展モデルに対する含意｣角 田 猛 之
ミヒャエル・パヴリック
『市民の不法』 (20)
飯 島 暢
川 口 浩 一
玄 守 道
関 西 大 学 法 学 会 規 則
第⚑条 本会は，関西大学法学会と称する。
第⚒条 本会は，法学の研究を促進し，かつ研究の成果を発表することを目的とする。
第⚓条 本会は，次の事業を行う。
⚑ 機関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会誌」の発行。
⚒ その他本会の目的を達成するために必要な事項。
第⚔条 本会は，大阪府吹田市山手町 3-3-35 に置く。
第⚕条 本会は，次の者をもって会員とする。
⚑ 法学部及び大学院法務研究科（以下法科大学院と称す）の教授，准教授，専
任講師，助教，特別契約教授。
⚒ 政策創造学部の教授，准教授，専任講師，助教，特別契約教授であって入会
した者。
⚓ 法学部，大学院法学研究科，法科大学院，政策創造学部またはガバナンス研
究科の非常勤講師であって入会した者。
⚔ 法学部学生，大学院法学研究科学生及び法科大学院学生。
⚕ 政策創造学部の学生であって入会した者。
⚖ 法学部，政策創造学部，大学院法学研究科及び法科大学院の卒業生であって
入会した者。
⚗ その他評議員会の承認を得た者。
第⚖条 次の者を本会の名誉会員とする。
⚑ 法学部又は法科大学院に在籍した名誉教授。ただし，特別契約教授として在
職中の者は除く。
⚒ 特に評議員会の承認を得た者。
第⚗条 本会に次の役員を置く。
⚑ 会長 法学部長をもって充てる。
⚒ 評議員 教授，准教授，専任講師，助教及び特別契約教授をもって充てる。
⚓ 編集・庶務・会計各委員 評議員の中から評議員会において委嘱する。
その任期は⚑年とする。ただし，再任は妨げない。
第⚘条 第⚕条第⚑号及び⚒号の会員は会費年額12,000円を，同条第⚓号から⚗号ま
での会員は会費年額4,500円を納めることを要する。
第⚘条の⚒ 会計年度は，毎年⚔月⚑日から⚓月31日までとする。
第⚙条 会員及び名誉会員は，機関誌「関西大学法学論集」及び「関西大学法学会
誌」の配布を受ける。
第10条 この規則の改正は，評議員会の決議による。
付則 この改正規則は，2018年⚑月24日から施行する。ただし，第⚘条の規定は，
2019年度から施行する。
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